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ま  え  が  き 

 

 県は、県民の皆さんに、最近の財政状況を通して県政の動きをお知らせし、

豊かで住みよい地域づくりに一層の御理解と御協力をいただくために、財政

状況を年２回公表しています。 

 今回は、令和２年度決算の状況及び令和３年４月 1 日から令和３年９月 30

日までの間における補正予算の状況をはじめ、収入支出の状況、県民の県税負

担の状況、県債・一時借入金の状況及び県有財産の状況についてお知らせする

ものです。 

 

 

 

 

令和３年 12月９日 

茨城県知事 大井川 和彦 
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Ⅰ 令和２年度決算の概要 

１ 一般会計 

（１） 総括 

令和２年度は、感染拡大防止と医療提供体制の整備、県民生活・県内産業への支援など、新型コロ

ナウイルス感染症への対策に全力で取り組むとともに、「活力があり、県民が日本一幸せな県」の実

現に向け、県総合計画に基づき、新しい豊かさ、安心安全、人財育成、夢・希望の４つのチャレンジ

を柱に、本県の重要な課題に対応するための事業に取り組みました。 

このため、新型コロナウイルス感染症対策として、１２回の補正予算を編成したことから、令和２

年度の決算額は、歳入歳出ともに前年度を大きく上回り、過去最大の規模となりました。 

なお、歳出決算額のうち新型コロナウイルス感染症関連事業は 2,002億円となっております。また、

東日本大震災関連事業は 397億円で前年度に比べ 128億円の減となっております。 

 

地方公共団体財政健全化法に基づく健全化判断比率は、いずれの比率も早期健全化基準未満となっ

ております。このうち、将来負担比率については、特例的県債を除く県債残高の減等により、196.9％

（見込み）と前年度に比べ 7.1ポイント減少したところです。 

 

将来負担比率など財政状況を示す指標は改善の傾向にありますが、社会保障関係費等の義務的な経

費の増加などにより、本県の財政構造は、今後より一層硬直化していくことが見込まれます。 

引き続き、本県が飛躍していくために真に必要な事業に積極果敢に取り組みながら、施策の選択と

集中を徹底し、限られた財源の有効活用を図ることで、本県が将来にわたって発展していくための健

全な財政構造の確立に努める必要があります。 

 

【ポイント】 

◆令和２年度一般会計決算見込み 

○決算規模 

  ・歳 入：１兆３，９０８億円（＋２，５６１億円、＋２２．６％） 
国庫支出金の増、諸収入（中小企業融資資金貸付金償還金）の増、県債の増 
・歳 出：１兆３，５１７億円（＋２，４８３億円、＋２２．５％） 
中小企業融資資金貸付金の増、感染症予防医療法施行事業費の増 

※新型コロナウイルス感染症関連事業(2,002億円)を除く歳出決算額は１兆 1,515 億円 
(＋486 億円、＋4.4％) 

 
○実質収支：２４０億円（＋１７２億円）  

    Ｈ27：76 億円、Ｈ28：69 億円、Ｈ29：65 億円、H30:69 億円、Ｒ元:68億円 
 
○県債現在高：２兆１，２２７億円 （１４７億円、＋０．７％） 

    通常県債残高は減少（△４億円、０．０％） 
特例的県債残高は増加（＋１５１億円、＋１．６％） 
＊「通常県債」：公共投資に充てる県債や退職手当債など県の政策判断により発行をコントロールできる県債 

＊「特例的県債」：地方の財源不足を補うために、国の制度に基づき発行する特例的な県債（臨時財政対策債や減収補塡債など）  

 
◇地方公共団体財政健全化法に基づく健全化判断比率（見込み） 

    いずれも早期健全化基準に該当しない（基準については８ページ参照）                    
○実質赤字比率、連結実質赤字比率：該当なし（R元：該当なし） 
○実質公債費比率：   9.5%（△0.1%） （R元：  9.6%、 35位、全国平均：  10.5%） 
○将 来 負 担 比 率： 196.9%（△7.1%）  （R元：204.0%、 18位、全国平均：172.9%） 
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（２） 令和２年度一般会計決算の概要 

ア 決算収支 

令和２年度一般会計の決算額は、歳入総額 1兆3,907億52百万円、歳出総額 1兆3,517億29百万円で、

前年度と比較すると、歳入においては2,561億28百万円、22.6％の増、歳出においては2,483億円、22.5％の

増となっています。 
 

この結果、歳入歳出差引（形式収支）は、390億23百万円となりましたが、このうち令和３年度への繰越事

業の財源として149億91百万円を充当しましたので、令和２年度の収入と支出の実質的な差額である実質収

支は、240億32百万円の黒字となりました。 

 

 

＜令和２年度一般会計決算収支＞ 

（単位：百万円） 

区                   分 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率 

歳 入 総 額  ( A ) 1,390,752 1,134,624 256,128 22.6% 

歳 出 総 額  ( B ) 1,351,729 1,103,429 248,300 22.5% 

歳入歳出差引  ( C ) = ( A ) - ( B ) 

（形式収支） 
39,023 31,195 7,828 25.1% 

翌年度に繰り越すべき財源（Ｄ） 14,991 24,421 △9,430 △38.6% 

実 質 収 支  ( E ) = ( C ) - ( D ) 24,032 6,774 17,258  

＊ 実質収支＝歳入歳出差引－翌年度に繰り越すべき財源 

＊ 実質収支には、新型コロナウイルス感染症対策に係る国庫支出金の実績確定による国への返還額等 

（104億円）が含まれており、それを除いた実質収支は、136億円の黒字となります。 
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イ 歳入決算 

令和２年度の歳入決算額は、1兆 3,907億 52百万円で、前年度に比べ 22.6％の増となっています。 

歳入の主なものについては、以下のとおりです。 

 

①県税は、税率引下げの影響などによる法人二税の減の一方で、地方消費税の税率引上げ等により、29

億10百万円、0.8％増の 3,812億 78百万円 

②地方交付税は、震災復興特別交付税の減等により、16億91百万円、0.9％減の 1,909億 6１百万円 

③国庫支出金は、新型コロナウイルス感染症対策に係る交付金の増等により、1,389億42百万円、101.4％

増の 2,759億74百万円 

④諸収入は、中小企業融資資金貸付金に係る償還金の増等により、692億60百万円、91.7％増の1,447億

90百万円 

⑤県債は、減収補塡債の発行額の増等により、325億40百万円、27.8％増の 1,496億10百万円 

 

これらの結果、自主財源（県税、分担金、使用料など、県が自主的に収入しうる財源）は 7,257億 7１百万円

で、前年度に比べ 917億 15百万円、14.5％増加し、その構成比は歳入全体の 52.2％となります。これに対し、

依存財源（国庫支出金、地方交付税、県債など、国から定められた額を交付されたり、割り当てられたりする

収入）は 6,649億81百万円で、前年度に比べ 1,644億13百万円、32.8％増加し、その構成比は歳入全体の

47.8％になります。 

 

＜令和２年度一般会計歳入決算状況＞       表中「※」印は、自主財源 
         （単位：百万円） 

区           分 

令 和 ２ 年 度 

決 算 額 

（Ａ）  （シェア） 

令 和 元 年 度 

決 算 額 

（B）   （シェア） 

増 減 額 

(C)=(A)-(B) 

増 減 率 

(C)/(B) 

県 税 ※ 381,278（  27.4%） 378,368（  33.4%） 2,910 0.8% 

地 方 消 費 税 清 算 金 ※ 123,496（   8.9%） 101,239（   8.9%） 22,257 22.0% 

地 方 譲 与 税  45,429（   3.3%） 49,241（   4.3%） △3,812 △7.7% 

地 方 特 例 交 付 金  2,262（   0.2%） 3,882（   0.3%） △1,620 △41.7% 

地 方 交 付 税  190,961（  13.7%） 192,652（  17.0%） △1,691 △0.9% 

 

 

 

 

普 通 交 付 税 

特 別 交 付 税  

震災復興特別交付税 

 

 

 

178,771（  12.8%） 

2,528（   0.2%） 

9,662（   0.7%） 

170,234（  15.0%） 

4,397（   0.4%） 

18,021（   1.6%） 

8,537 

△1,869 

△8,359 

5.0% 

△42.5% 

△46.4% 

交通安全対策特別交付金  745（   0.0%） 691（   0.1%） 54 7.8% 

分 担 金 及 び負 担 金 ※ 9,017（   0.7%） 9,118（   0.8%） △101 △1.1% 

使 用 料 及 び手 数 料 ※ 16,967（   1.2%） 17,214（   1.5%） △247 △1.4% 

国 庫 支 出 金  275,974（  19.8%） 137,032（  12.1%） 138,942 101.4% 

財 産 収 入 ※ 2,525（   0.2%） 9,325（   0.8%） △6,800 △72.9% 

寄 附 金 ※ 573（   0.0%） 230（   0.0%） 343 149.1% 

繰 入 金 ※ 15,930（   1.2%） 17,666（   1.6%） △1,736 △9.8% 

繰 越 金 ※ 31,195（   2.2%） 25,366（   2.2%） 5,829 23.0% 

諸 収 入 ※ 144,790（  10.4%） 75,530（   6.7%） 69,260 91.7% 

県   債  149,610（  10.8%） 117,070（  10.3%） 32,540 27.8% 

計 1,390,752（ 100.0%） 1,134,624（ 100.0%） 256,128 22.6% 
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ウ 歳出決算 

令和２年度の歳出決算額は、1兆 3,517億 29百万円で、前年度に比べ 22.5％の増となっています。 

歳出の概要の款別（経費の目的・機能ごと）及び性質別（経費の性質・使途ごと）の主なものは、以下のとお

りです。 

(ア)歳出決算の款別（目的別）内訳 

歳出決算を款別（目的別）に分類してみると、最も構成比が高いのは保健福祉費で 21.4％、次いで教育費

19.7％、商工費12.4％となっています。 

主なものは、以下のとおりです。 

①保健福祉費は、感染症予防医療法施行事業費の増等により、872億62百万円、43.1％増の 

2,897億36百万円 

②農林水産業費は、被災農業者向け経営体育成支援事業費の増等により、54億 98百万円、13.9％増の

451億 93百万円 

③商工費は、新型コロナウイルス感染症対策営業時間短縮要請協力金や中小企業融資資金貸付金の増

等により、1,035億 47百万円、163.0％増の 1,670億74百万円 

④土木費は、地方道路整備費の増等により、183億16百万円、13.9％増の 1,496億85百万円 

⑤教育費は、国民体育大会・障害者スポーツ大会費の減等により、41億88百万円、1.5％減の 2,663億74

百万円 

⑥諸支出金は、地方消費税清算金の増等により、253億38百万円、20.6％増の 1,481億65百万円 

 

＜令和２年度一般会計款別（目的別）歳出決算状況＞ 

（単位：百万円） 

区           分 
令 和 ２ 年 度 

決 算 額 

（Ａ）  （シェア） 

令 和 元 年 度 

決 算 額 

（B）   （シェア） 

増 減 額 

(C)=(A)-(B) 

増 減 率 

(C)/(B) 

議 会 費 1,547（  0.1%） 1,665（  0.2%） △118 △7.1% 

総 務 費 43,724（  3.2%） 36,649（  3.3%） 7,075 19.3% 

企 画 開 発 費 15,177（  1.1%） 11,832（  1.1%） 3,345 28.3% 

生 活 環 境 費 9,643（  0.7%） 11,096（  1.0%） △1,453 △13.1% 

保 健 福 祉 費 289,736（ 21.4%） 202,474（ 18.3%） 87,262 43.1% 

労 働 費 2,168（  0.2%） 2,456（  0.2%） △288 △11.7% 

農 林 水 産 業 費 45,193（  3.3%） 39,695（  3.6%） 5,498 13.9% 

商 工 費 167,074（ 12.4%） 63,527（  5.8%） 103,547 163.0% 

土 木 費 149,685（ 11.1%） 131,369（ 11.9%） 18,316 13.9% 

警 察 費 62,342（  4.6%） 61,503（  5.6%） 839 1.4% 

教 育 費 266,374（ 19.7%） 270,562（ 24.5%） △4,188 △1.5% 

災 害 復 旧 費 6,190（  0.5%） 3,424（  0.3%） 2,766 80.8% 

公 債 費 144,711（ 10.7%） 144,350（ 13.1%） 361 0.3% 

諸 支 出 金 148,165（ 11.0%） 122,827（ 11.1%） 25,338 20.6% 

計 1,351,729（100.0%） 1,103,429（100.0%） 248,300 22.5% 
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(イ)歳出決算の性質別内訳 

歳出は、性質別に「義務的経費」、「投資的経費」及び「その他の経費」に大きく分けることができます。 
義務的経費は、人件費、扶助費及び公債費の合計であり、令和２年度決算額は4,866億61百万円で、歳出

総額の 36.0％を占めています。投資的経費は、普通建設事業費及び災害復旧事業費などからなり、補助事

業費、単独事業費及び直轄事業負担金に分けられ、その合計は、1,901億70百万円で、14.1％を占めていま

す。その他の経費は、6,748億98百万円で、49.9％を占めています。 

主なものは、以下のとおりです。 

 

①義務的経費のうち人件費は、退職手当費の増等により、8億 56百万円、0.3％増の 3,168億90百万円、

扶助費は、新型コロナウイルス感染症の検査費用等の公費負担の増等により、6億95百万円、2.8％増

の 254億58百万円 
 

②投資的経費は、地方道路整備費の増等による補助事業費の増、道路直轄事業負担金の増等による直

轄事業負担金の増等により、補助・単独・直轄合計で 310億64百万円、19.5％増の 1,901億70百万円 
 

③その他の経費のうち、出資・貸付金は、中小企業融資資金貸付金の増等により、684億96百万円、

138.0％増の1,181億35百万円、補助負担交付金は、新型コロナウイルス感染症の入院病床確保に係る

補助事業費や新型コロナウイルス感染症対策営業時間短縮要請協力金の増等により、1,331億71百万

円、41.4％増の4,545億58百万円、積立金は、財政調整基金の積立金の増等により、109億39百万円、

119.2％増の 201億 18百万円 

 

＜令和２年度一般会計性質別歳出決算状況＞ 

 （単位：百万円） 

   区         分 

令 和 ２ 年 度 

決 算 額 

（Ａ）  （シェア） 

令 和 元 年 度 

決 算 額 

（Ｂ）  （シェア） 

増減額 

(C)=(A)-(B) 

増減率 

(C)/(B) 

義 務 的 経 費 486,661（ 36.0%） 484,778（ 43.9%） 1,883 0.4% 

 

  人 件 費 316,890（ 23.4%） 316,034（ 28.6%） 856 0.3% 

  扶 助 費 25,458（  1.9%） 24,763（  2.3%） 695 2.8% 

  公 債 費 144,313（ 10.7%） 143,981（ 13.0%） 332 0.2% 

投 資 的 経 費 190,170（ 14.1%） 159,106（ 14.4%） 31,064 19.5% 

  補 助 事 業 費 119,820（  8.9%） 97,159（  8.8%） 22,661 23.3% 

 

 単 独 事 業 費 40,246（  3.0%） 38,742（  3.5%） 1,504 3.9% 

 直轄事業負担金 30,104（  2.2%） 23,205（  2.1%） 6,899 29.7% 

そ の 他 の 経 費 674,898（ 49.9%） 459,545（ 41.7%） 215,353 46.9% 

 

  物 件 費 47,706（  3.5%） 43,806（  4.0%） 3,900 8.9% 

 出 資 ・ 貸 付 金 118,135（  8.7%） 49,639（  4.5%） 68,496 138.0% 

 補助負担交付金 454,558（ 33.6%） 321,387（ 29.1%） 133,171 41.4% 

 積 立 金 20,118（  1.5%） 9,179（  0.9%） 10,939 119.2% 

 維 持 補 修 費 9,128（  0.7%） 9,038（  0.8%） 90 1.0% 

 繰 出 金 25,253（  1.9%） 26,496（  2.4%） △1,243 △4.7% 

計 1,351,729（100.0%） 1,103,429（100.0%） 248,300 22.5% 
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エ 県債現在高 

県債現在高は、通常県債残高が 4億 2百万円、0.04％減少したものの、特例的県債残高が 150億53百万

円、1.6％増加したことにより、146億 51百万円、0.7％増加しました。 

持続可能で健全な財政構造を確立するため、今後も、公共投資の重点化・効率化などを図ることにより、県

債の新規発行額を適切にコントロールし、県債残高（国の地方財政対策による特例的県債を除く）の縮減に取

り組んでいきます。 

（単位：百万円） 

区          分 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率 

県 債 現 在 高 2,122,684 2,108,033 14,651 0.7% 

 通常県債現在高 1,137,710 1,138,112 △402 0.0% 

特例的県債現在高 984,974 969,921 15,053 1.6% 

＊ 「通常県債」：公共投資に充てる県債や退職手当債など県の政策判断により発行をコントロールできる県債 

＊ 「特例的県債」：地方の財源不足を補うために、国の制度に基づき発行する特例的な県債（臨時財政対策債や、減収補塡債など） 
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 ２ 特 別 会 計 

特別会計は、特定の事業を行う場合その他特定の収入をもって特定の歳出に充てる場合で、一般会計と区別して経

理する必要があるものについて設置しています。 

会計別の令和２年度決算の状況は、次表のとおりです。 

 

＜令和２年度特別会計決算状況＞ 

（単位：百万円） 

会 計 名 予  算  額 
歳入決算額 

(A) 

歳出決算額 

(B) 

歳入歳出 

差 引 額 

(A)－(B) 

令和元年度 

歳出決算額 

(C) 

伸 率 

((B)／(C)) 

           ％ 

競 輪 事 業 14,137 14,483 13,694 789 10,872 126.0 

公 債 管 理 185,399 185,376 185,376 - 220,888 83.9 

市町村振興資金 1,711 1,711 740 971 1,155 64.1 

鹿 島 臨 海 工 業 

地 帯 造 成 事 業 
4,356 6,259 4,013 2,246 4,792 83.7 

母子・父子・寡婦 

福 祉 資 金 
214 221 100 121 128 78.1 

県 立 医 療 大 学 

付 属 病 院 
3,012 3,005 2,958 47 2,767 106.9 

中小企業事業資金 30,766 30,764 30,482 282 621 4,908.5 

農 業 改 良 資 金 408 408 62 346 54 114.8 

林業・木材産業 

改 善 資 金 
148 149 0 149 0 100.0 

沿岸漁業改善資金 321 320 1 319 2 50.0 

公共用地先行取得

事 業 
－ － － － － － 

国民健康保険事業 260,722 261,812 245,079 16,733 257,156 95.3 

港 湾 事 業 13,105 12,038 11,474 564 32,672 35.1 

都 市 計 画 事 業 

土地区画整理事業 
67,416 69,422 65,607 3,815 48,345 135.7 

計 581,715 585,968 559,586 26,382 579,452 96.6 
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 ３ 企 業 会 計 

  地方公営企業法を適用し、いわゆる企業会計方式により県が経営している事業は、病院事業、水道事業、工業用水道事

業、地域振興事業、鹿島臨海都市計画下水道事業、流域下水道事業の 6事業です。企業会計には経常的な経営活動を示す

もの（収益的収支及び支出）及び建設改良事業等の資本的な収支を示すもの（資本的収入及び支出）があります。 

  企業会計の令和２年度決算の状況は、次表のとおりです。 

 

＜令和２年度企業会計決算状況＞ 

（単位：百万円，%） 

会  計  名 科   目 

平成元年度 

決 算 額 

(A) 

令和２年度 

決 算 額 

(B) 

伸  率 

((B)／(A)) 

病 院 事 業 

収 益 的 支 出 24,153 24,422 101.1 

資 本 的 支 出 3,474 3,334 96.0 

計 27,627 27,756 100.5 

水 道 事 業 

収 益 的 支 出 16,933 16,619 98.1 

資 本 的 支 出 13,156 11,582 88.0 

計 30,089 28,201 93.7 

工 業 用 水 道 事 業 

収 益 的 支 出 10,640 10,590 99.5 

資 本 的 支 出 7,660 8,709 113.7 

計 18,300 19,299 105.5 

地 域 振 興 事 業 

収 益 的 支 出 60 51 85.0 

資 本 的 支 出 323 11 3.4 

計 383 62 16.2 

鹿 島 臨 海 都 市 計 画 

下 水 道 事 業 

収 益 的 支 出 3,018 3,103 102.8 

資 本 的 支 出 1,556 1,918 123.3 

計 4,574 5,021 109.8 

流 域 下 水 道 事 業 

収 益 的 支 出 17,181 15,912 92.6 

資 本 的 支 出 6,100 7,114 116.6 

計 23,281 23,026 98.9 

計 

収 益 的 支 出 71,985 70,697 98.2 

資 本 的 支 出 32,269 32,668 101.2 

計 104,254 103,365 99.1 
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４ 健全化判断比率及び資金不足比率 

（１） 健全化判断比率 

前年度に引き続き、４指標すべてにおいて早期健全化判断基準未満となっております。 

①実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、実質収支が赤字であった会計がないため、該当なしの見込 

みです。 

②実質公債費比率は、前年度から 0.1ポイント減の 9.5％となる見込みです。 

③将来負担比率は、特例的県債を除く県債残高の減等により、前年度に比べ 7.1ポイント減少し、

196.9％となる見込みです。 

 

（  ）：全国順位 

区              分 令和２年度＊ 令和元年度 早期健全化基準 財政再生基準 

実 質 赤 字 比 率 － － 3.75% 5% 

連 結 実 質 赤 字 比 率 － － 8.75% 15% 

実 質 公 債 費 比 率 9.5%  9.6% (35位) 25% 35% 

将 来 負 担 比 率 196.9% 204.0% (18位) 400%  

 

（財政指標の年度別推移） ※全国平均は加重平均 

実質公債費比率                                                         （単位：％） 

区   分 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ R１ R２＊ 

茨   城 14.2  14.1  13.9  13.3  12.1  11.0  10.2  9.8  9.6  9.5  

全国平均 13.9  13.7  13.5  13.1  12.7  11.9  11.4  10.9  10.5  (未公表) 

将来負担比率                                                           （単位：％） 

区   分 Ｈ２３ Ｈ２４ H２５ H２６ H２７ H２８ Ｈ２９ Ｈ３０ R１ R２＊ 

茨   城 276.2  263.3  250.1  237.1  224.9  221.0  213.3  206.8  204.0  196.9  

全国平均 217.5  210.5  200.7  187.0  175.6  173.4  173.1  173.6  172.9  (未公表) 

 

（２） 資金不足比率 

前年度に引き続き、対象となる８つの公営企業会計すべてで資金不足は生じておりません。 

 

区              分 令和２年度＊ 令和元年度 経営健全化基準 財政再生基準 

資 金 不 足 比 率 － － 20%  

※対象となる公営企業会計 

      水道事業会計、工業用水道事業会計、病院事業会計、鹿島臨海都市計画下水道事業会計、地域振興事

業会計、流域下水道事業会計、港湾事業特別会計、都市計画事業土地区画整理事業特別会計 

 

実質赤字比率：一般会計等に係る実質赤字額の標準財政規模に対する比率（フロー指標） 
 

連結実質赤字比率：全会計に係る実質赤字額の標準財政規模に対する比率（フロー指標） 
 

実質公債費比率：一般会計等が負担する元利償還金等の標準財政規模に対する比率（フロー指標） 

［過去３年間の平均］ 
 

将来負担比率：公営企業、出資法人等を含めた、一般会計等が将来負担すべき実質的負債の標準財政規

模に対する比率（ストック指標） 
 

資金不足比率：公営企業会計ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率(フロー指標) 
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Ⅱ 令和３年度４月補正予算案の概要 

 

１ 基本的な考え方 

・ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大抑制や、県民生活や県内産業等への支援などに必要な予

算の計上について、スピード感をもって対応するもの。 

・ 今回の補正予算に係る所要の一般財源については、一般財源基金からの繰入金を充当した。 

 

 

２ 補正予算の規模 
（単位：百万円） 

区 分 
当初予算 

Ａ 

今回補正予算 

Ｂ 

補正後 計 

Ａ＋Ｂ 

一般会計 １，２９５，１７９ ２９，４１０ １，３２４，５８９ 

  ※特別会計・企業会計に係る補正予算なし。 

 

＜参考１＞ 一般財源基金の予算計上額等 （単位：百万円） 

繰 入 金 ３，７１１ 

残  高  ５３，０５８ 

 

＜参考２＞ 新型コロナウイルス感染症対策予算の規模          （単位：百万円） 

区 分 
当初予算 

a 

今回補正予算 

b 

合計 

a＋b 

一般会計 １６２，０８２ ２９，３８９] １９１，４７１ 

（注意）単位未満の四捨五入により、合計と各項目の足し上げが一致しない場合がある。 

 

３ 主な事業 

（１）新型コロナウイルス感染症対策                 ２９，３８９ 

① 感染拡大防止策と医療提供体制の整備等             ２０，４１２ 

・ 感染症予防医療法施行事業                     １，１８９ 

（軽症者等受け入れ施設の借り上げ、ワクチン接種体制整備等） 
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・ 新型コロナウイルス感染症医療従事者応援事業            １，１７０ 

（医療従事者を引き続き支援するため、応援金の交付を継続） 

新 介護福祉施設退院促進事業                         ３ 

（退院基準に達した感染症患者を受け入れた介護サービス施設に対する支援） 

・ 新型コロナウイルス感染症対策営業時間短縮要請協力金      １８，０５０ 

（県からの営業時間短縮要請に応じた飲食店等に対する協力金の支払い） 

 

② 県民生活等への支援                       ８，８６６ 

・ 生活福祉資金貸付原資等助成事業                  ８，８６６ 

（特例貸付期間の延長等に伴う生活福祉資金貸付金の貸付原資の積み増し） 

 

③ 県内産業等への支援                         １１１ 

新 いば旅あんしん割事業                         １１１ 

（感染症検査付き旅行プランを設定する県内宿泊施設等に対する支援） 

 

（２）県政の課題等への対応                         ２２ 

新 １１９番映像通報システム導入促進事業                  ２２ 

（いばらき消防指令センターへの１１９番映像通報システムの試験的導入） 
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４ 一般会計補正予算款別内訳（歳入） 

 

                                                 （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

(Ｂ) 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

県 税 ３６０，６７８  －  ３６０，６７８  

地 方 消 費 税 清 算 金 １２４，１６９  －  １２４，１６９  

地 方 譲 与 税 ３５，１２１  －  ３５，１２１  

地 方 特 例 交 付 金 ２，３００  －  ２，３００  

地 方 交 付 税 １８６，８３０  －  １８６，８３０  

交通安全対策特別交付金 ７３１  －  ７３１  

分 担 金 及 び 負 担 金 ８，２２６  －  ８，２２６  

使 用 料 及 び 手 数 料 １７，６４７  －  １７，６４７  

国 庫 支 出 金 １７５，６４７  ２５，６９９  ２０１，３４６  

財 産 収 入 １，７３３  －  １，７３３  

寄 附 金 １０９  －  １０９  

繰 入 金 ３７，３７５  ３，７１１  ４１，０８６  

繰 越 金 ５，０００  －  ５，０００  

諸 収 入 １７５，８９５  －  １７５，８９５  

県 債 １６３，９１１  －  １６３，９１１  

計 １，２９５，１７９  ２９，４１０  １，３２４，５８９  
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５ 一般会計補正予算款別内訳（歳出）         

 

                                           （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

（Ｂ） 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

議 会 費 １，６８５  －  １，６８５  

総 務 費 ４６，９９８  －  ４６，９９８  

企 画 開 発 費 １０，９１８  －  １０，９１８  

生 活 環 境 費 １４，５６３  ２２  １４，５８５  

保 健 福 祉 費 ２５４，２１６  １１，２２７  ２６５，４４３  

労 働 費 ２，６７６  －  ２，６７６  

農 林 水 産 業 費 ４８，３７８  －  ４８，３７８  

商 工 費 １７６，７２４  １８，１６１  １９４，８８５  

土 木 費 １０３，６１６  －  １０３，６１６  

警 察 費 ６４，１８４  －  ６４，１８４  

教 育 費 ２７０，９６７  －  ２７０，９６７  

災 害 復 旧 費 ９８８  －  ９８８  

公 債 費 １４６，４３９  －  １４６，４３９  

諸 支 出 金 １５０，８２７  －  １５０，８２７  

予 備 費 ２，０００  －  ２，０００  

計 １，２９５，１７９  ２９，４１０  １，３２４，５８９  
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Ⅲ 令和３年度６月補正予算案の概要 

 

１ 基本的な考え方 

・ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止や県内産業等への支援などに必要な予算の計上につ

いて、スピード感をもって対応するもの。 

・ 今回の補正予算に係る所要の一般財源については、一般財源基金からの繰入金を充当した。 

 

２ 補正予算の規模 

（単位：百万円） 

区 分 
現計 

Ａ 

今回補正予算 

Ｂ 

補正後 計 

Ａ＋Ｂ 

一般会計 １，３２４，５８９ ２，１６２ １，３２６，７５１ 

  ※特別会計・企業会計に係る補正予算なし。 

 

＜参考１＞ 一般財源基金の予算計上額等 （単位：百万円） 

繰 入 金 １，０００ 

残  高  ５２，０５８ 

 

＜参考２＞ 新型コロナウイルス感染症対策予算の規模          （単位：百万円） 

区 分 
現計 

a 

今回補正予算 

b 

合計 

a＋b 

一般会計 １９１，４７１ ２，１６２] １９３，６３３ 

（注意）単位未満の四捨五入により、合計と各項目の足し上げが一致しない場合がある。 

 

３ 主な事業 

（１）感染拡大防止策と医療提供体制の整備等                 ６７５ 

・ 感染症予防医療法施行事業                       ６７５ 

（感染拡大地域に対する積極的ＰＣＲ検査の実施、ワクチン接種に係る医療従事者確保支援） 

 

（２） 県内産業等への支援                         ４８７ 

・ いば旅あんしん割事業                         ４８７ 

（感染症検査付き宿泊旅行商品を造成する県内宿泊施設等に対する支援の拡充） 

 

（３）今後への備え                          １，０００ 

・ 予備費                              １，０００ 
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４ 一般会計補正予算款別内訳（歳入） 

 

                                                 （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

(Ｂ) 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

県 税 ３６０，６７８  －  ３６０，６７８  

地 方 消 費 税 清 算 金 １２４，１６９  －  １２４，１６９  

地 方 譲 与 税 ３５，１２１  －  ３５，１２１  

地 方 特 例 交 付 金 ２，３００  －  ２，３００  

地 方 交 付 税 １８６，８３０  －  １８６，８３０  

交通安全対策特別交付金 ７３１  －  ７３１  

分 担 金 及 び 負 担 金 ８，２２６  －  ８，２２６  

使 用 料 及 び 手 数 料 １７，６４７  －  １７，６４７  

国 庫 支 出 金 ２０１，３４７  １，１６２  ２０２，５０９  

財 産 収 入 １，７３３  －  １，７３３  

寄 附 金 １０９  －  １０９  

繰 入 金 ４１，０８５  １，０００  ４２，０８５  

繰 越 金 ５，０００  －  ５，０００  

諸 収 入 １７５，８９５  －  １７５，８９５  

県 債 １６３，９１１  －  １６３，９１１  

計 １，３２４，５８９  ２，１６２  １，３２６，７５１  
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５ 一般会計補正予算款別内訳（歳出）         

 

                                           （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

（Ｂ） 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

議 会 費 １，６８５  －  １，６８５  

総 務 費 ４６，９９８  －  ４６，９９８  

企 画 開 発 費 １０，９１８  －  １０，９１８  

生 活 環 境 費 １４，５８５  －  １４，５８５  

保 健 福 祉 費 ２６５，４４３  ６７５  ２６６，１１８  

労 働 費 ２，６７６  －  ２，６７６  

農 林 水 産 業 費 ４８，３７８  －  ４８，３７８  

商 工 費 １９４，８８５  ４８７  １９５，３７２  

土 木 費 １０３，６１６  －  １０３，６１６  

警 察 費 ６４，１８４  －  ６４，１８４  

教 育 費 ２７０，９６７  －  ２７０，９６７  

災 害 復 旧 費 ９８８  －  ９８８  

公 債 費 １４６，４３９  －  １４６，４３９  

諸 支 出 金 １５０，８２７  －  １５０，８２７  

予 備 費 ２，０００  １，０００  ３，０００  

計 １，３２４，５８９  ２，１６２  １，３２６，７５１  
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Ⅳ 令和３年度６月補正予算案の追加提案の概要 

 

１ 基本的な考え方 

・ 国の交付金の追加配分等を受けて、ワクチン大規模接種会場の設置等の新型コロナウイルス感

染症の感染拡大防止や、営業時間短縮要請に応じた事業者等への支援など、早急な対応が求めら

れる課題について必要な事業を計上するもの。 

 

２ 補正予算の規模 

（単位：百万円） 

区 分 
現計 

Ａ 

補正予算 

[既提出分]Ｂ 

補正予算 

[追加分]Ｃ 

補正後 計 

Ａ＋Ｂ＋Ｃ 

一般会計 １，３２４，５８８ ２，１６２ ３７，１７５ １，３６３，９２５ 

  ※特別会計・企業会計に係る補正予算なし。 

 

＜参考＞ 新型コロナウイルス感染症対策予算の規模           （単位：百万円） 

区 分 
現計 

a 

補正予算 

[既提出分]b 

補正予算 

[追加分]c 

合計 

a＋b＋c 

一般会計 １９１，４７０ ２，１６２ ３７，１７５ ２３０，８０７ 

（注意）単位未満の四捨五入により、合計と各項目の足し上げが一致しない場合がある。 

 

３ 主な事業 

（１）感染拡大防止策と医療提供体制の整備等              ３３，６７１ 

・ 感染症予防医療法施行事業                    １２，７１２ 

（ワクチン大規模接種会場の設置及び個別接種実施医療機関への支援、看護学生の実習前ＰＣＲ検査費補助） 

・ 新型コロナウイルス感染症医療従事者応援事業              １７０ 

（医療従事者を支援するための応援金の積み増し） 

・ 介護施設等感染拡大防止事業                       １５ 

（介護施設等における感染者の施設内療養に対する支援） 

・ 新型コロナウイルス感染症対策営業時間短縮要請協力金       ２０，７６２ 

（県からの営業時間短縮要請に応じた飲食店等に対する協力金の支給） 
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（２） 県内産業等への支援                       ３，５０４ 

・ 営業時間短縮要請等関連事業者支援一時金              １，９８７ 

（県の営業時間短縮要請等により影響を受けた事業者に対する一時金の支給） 

新 宿泊事業者感染対策支援事業                    １，２３８ 

（宿泊事業者が行う感染拡大防止策の強化に要する経費の支援） 

新 茨城まるごとお取り寄せ事業                      ２４８ 

（県産品のお取り寄せサイトを活用した県産品販売キャンペーンの実施） 

新 カーボンニュートラル技術実証推進事業                  ２５ 

（カーボンニュートラル関連の技術動向調査委託、協議会事務局の運営委託） 

新 茨城空港発着遊覧飛行運航支援事業                     ６ 

（茨城空港発着の遊覧飛行誘致のため、航空会社へ運航経費の一部を支援） 
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４ 一般会計補正予算款別内訳（歳入） 

 

                                                 （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

(Ｂ) 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

県 税 ３６０，６７８  －  ３６０，６７８  

地 方 消 費 税 清 算 金 １２４，１６９  －  １２４，１６９  

地 方 譲 与 税 ３５，１２１  －  ３５，１２１  

地 方 特 例 交 付 金 ２，３００  －  ２，３００  

地 方 交 付 税 １８６，８３０  －  １８６，８３０  

交通安全対策特別交付金 ７３１  －  ７３１  

分 担 金 及 び 負 担 金 ８，２２６  －  ８，２２６  

使 用 料 及 び 手 数 料 １７，４５４  －  １７，４５４  

国 庫 支 出 金 ２０２，５０９  ３５，１１４  ２３７，６２３  

財 産 収 入 １，７３３  －  １，７３３  

寄 附 金 １０９  －  １０９  

繰 入 金 ４２，０８５  １５  ４２，１００  

繰 越 金 ５，０００  －  ５，０００  

諸 収 入 １７５，８９４  ２，０４６  １７７，９４０  

県 債 １６３，９１１  －  １６３，９１１  

計 １，３２６，７５０  ３７，１７５  １，３６３，９２５  
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 ５ 一般会計補正予算款別内訳（歳出）         

 

 

                                           （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

（Ｂ） 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

議 会 費 １，６８５  －  １，６８５  

総 務 費 ４６，９９８  ５  ４７，００３  

企 画 開 発 費 １０，９１８  ３１  １０，９４９  

生 活 環 境 費 １４，５８５  －  １４，５８５  

保 健 福 祉 費 ２６６，１１８  １２，９０４  ２７９，０２２  

労 働 費 ２，６７６  －  ２，６７６  

農 林 水 産 業 費 ４８，３７７  －  ４８，３７７  

商 工 費 １９５，３７２  ２４，２３５  ２１９，６０７  

土 木 費 １０３，６１６  －  １０３，６１６  

警 察 費 ６４，１８４  －  ６４，１８４  

教 育 費 ２７０，９６７  －  ２７０，９６７  

災 害 復 旧 費 ９８８  －  ９８８  

公 債 費 １４６，４３９  －  １４６，４３９  

諸 支 出 金 １５０，８２７  －  １５０，８２７  

予 備 費 ３，０００  －  ３，０００  

計 １，３２６，７５０  ３７，１７５  １，３６３，９２５  
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Ⅴ 令和３年度９月補正予算案の概要 

 

１ 基本的な考え方 

・ 新型コロナウイルス感染症への対応として、病床の確保や宿泊療養施設の増設、営業時間短

縮要請に応じた事業者等への支援など、感染拡大防止と経済活動の両立を図るために必要な事

業や、防災・減災対策の推進などの県政の課題等へ対応するために必要な事業について計上す

るもの。 

 

２ 補正予算の規模 
（単位：百万円） 

区 分 
現計 

Ａ 

今回補正予算 

Ｂ 

補正後 計 

Ａ＋Ｂ 

一般会計 １，３６７，０６１ ７６，６１３ １，４４３，６７４ 

特別会計 ４５０，３８２ － ４５０，３８２ 

企業会計 １２３，０９１ ３８１ １２３，４７２ 

合 計 １，９４０，５３４ ７６，９９４ ２，０１７，５２８ 

・今回の補正予算に係る所要の一般財源については、前年度からの繰越金を充当した。 

 

＜参考＞ 新型コロナウイルス感染症対策予算の規模           （単位：百万円） 

区 分 
現計 

a 

今回補正予算 

b 

合計 

a＋b 

一般会計 ２３３，９４２ ７５，１７９  ３０９，１２１ 

特別会計 － － － 

企業会計 ２１５ ３８１  ５９６ 

合 計 ２３４，１５８ ７５，５６０  ３０９，７１８ 

（注意）単位未満の四捨五入により、合計と各項目の足し上げが一致しない場合がある。 
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３ 主な事業                            （単位：百万円） 

（１）新型コロナウイルス感染症対策                ７５，１７９ 

【病院事業会計含み７５，５６０】 

① 感染拡大防止策と医療提供体制の整備等            ７１，３２３ 

【病院事業会計含み７１，７０４】 

・ 感染症予防医療法施行事業                    ３４，７５５ 

（感染拡大に伴う病床確保、宿泊療養施設の増設、臨時医療施設の運営、ワクチン職域接種の支援等） 

・ 新型コロナウイルス感染症対策営業時間短縮要請協力金       ３６，２８０ 

（県からの営業時間短縮要請に応じた飲食店等に対する協力金の支給） 

・ 建設改良事業                      【病院事業会計３８１】 

（新型コロナウイルス感染症患者受け入れのための医療機器の整備） 

・ 県有施設における感染拡大防止関連事業                  ６７ 

［うち主な事業］ 

・アクアワールド茨城県大洗水族館施設整備事業              ４６ 

（感染症対策等のための非接触型入場ゲートの整備等） 

      ・県民文化センター施設整備事業                     １６ 

       （感染症対策等のための座席等の抗菌加工等） 

 

② 県民生活等への支援                          ３９ 

・ 看護師等修学資金貸付事業                        ３３ 

（看護師等修学資金の貸与枠の拡充） 

・ 学校給食臨時休業対策事業                         ６ 

（給食中止に伴うキャンセルできなかった食材費の補填等に要する経費） 

 

③ 県内産業等への支援                       ２，８１７ 

拡 営業時間短縮要請等関連事業者支援一時金              ２，６７４ 

（県の営業時間短縮要請等により影響を受けた事業者に対する一時金の支給） 
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・ 「いばらきの養殖産業」創出事業                    ８６ 

（養殖産業創出のための技術開発に必要な設備整備等の追加） 

・ つくば国際会議場施設整備事業                      ５７ 

（コロナ禍において多様化する会議需要等に対応するための大ホール映像設備のデジタル化） 

 

④ 今後への備え                          １，０００ 

・ 予備費                              １，０００ 

 

（２）県政の課題等への対応                      １，４３４ 

・ 茨城中央工業団地整備推進事業                     ４５０ 

（茨城中央工業団地２期地区への企業の進出に伴う周辺道路等整備） 

・ 国補公共事業                             ９７８ 

（緊急的に対応が必要な橋梁補修、公営住宅の修繕工事等） 

 

４ 繰越明許費 

           （単位：百万円） 

区 分 金 額 

一般会計 ３４，３６１  

特別会計 １，９２７  

 

５ 債務負担行為 

・来年度の公共工事の平準化を図るもの １４件（３３．７億円 ） 
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新型コロナ感染症の一日も早い収束に向けて、個別接種医療機関の支援等によりワクチン接種体制
の強化を図るほか、今後想定される変異株等による更なる感染拡大に対応できるよう、医療提供体制
及び検査体制の拡充を行います。

感染症予防医療法施行事業

令和３年度９月補正予算案

【Ｒ3.9月補正予算額 34,755百万円】

１ 病床確保事業 確保料/日：ICU 43.6万円、HCU 21.1万円、その他 7.4万円 等

２ 宿泊療養施設の運営費 民間宿泊施設の追加借上げ等（4施設 ⇒ 7施設）

３ 臨時医療施設の運営費 医師・看護師の人件費、医薬材料費 等

４ 医療費の公費負担 入院・外来医療費における自己負担分への補助 など

ワクチン接種体制の強化

１ 職域接種支援事業 職域接種実施団体に対して接種回数に応じた補助を実施

２ 個別接種促進事業 個別接種を行う医療機関に対する補助の期間延長

３ 接種体制確保事業 副反応コールセンターの拡充費用

４ 医療従事者派遣事業 集団接種会場へ医療従事者を派遣する医療機関への補助の期間延長

（27,817百万円）

（3,442百万円）

（3,496百万円）

医療提供体制の充実

検査体制の拡充

１ 行政検査の外部委託

積極的疫学調査に基づく幅広な検査や福祉施設への緊急検査等に対する検査体制の拡充

※下線は新規事業、それ以外は拡充

保健福祉部感染症対策課感染症企画調整室(029-301-5134)

同 厚生総務課地域保健支援Ｇ(029-301-3129)

同 医療局医療政策課医療計画Ｇ(029－301-3124)

同 薬務課ワクチンチーム(029-301-5294)

県の営業時間短縮要請に応じた対象施設の事業者に協力金を支給します。

新型コロナウイルス感染症対策営業時間短縮要請協力金

令和３年度９月補正予算案

【Ｒ3.9月補正予算額 36,280百万円】 産業戦略部中小企業課企画Ｇ（029-301-3482）

年間の売上高(目安)
区分

～約3,000万円
（～7.5万円※１/日）

約3,000万円～約1億円
（7.5※１～25万円/日）

約1億円～
（25万円～/日）

中小企業
※２

国の緊急事態宣言地域 4万円/日 4～10万円/日
（1日の平均売上高の4割）

10万円/日

まん延防止等重点措置区域 3万円/日 3～10万円/日
（1日の平均売上高の4割）

大企業 全ての地域 1日当たりの売上高の減少額×0.4（上限20万円/日・店舗）

飲食店への支給額

大規模集客施設等への支給額

※1 国の緊急事態宣言地域の場合は10万円
※2 中小企業であっても、大企業と同様の算定方式を選択可能

○該当市町村に所在する飲食店のうち、要請期間すべてに協力した事業者が対象
（食品衛生法に基づく飲食店営業許可を受けている店舗の事業者）

区分 1日当たりの支給額

大規模集客施設
20万円×時短率※1×（自己利用部分
面積※2÷1,000㎡）

上記施設の
入居テナント等

2万円×時短率※1×（テナントの
店舗等面積※3÷100㎡）

○まん延防止等重点措置区域又は国の緊急事態宣言地域に
所在する建築物の床面積が1,000㎡超の大規模集客施設等が対象

（参考）積算の考え方

※1 短縮時間／本来の営業時間
※2 1,000㎡単位未満は切り捨て（1,000㎡未満の場合は、1,000㎡とみなす）
※3 100㎡単位未満は切り捨て（100㎡未満の場合は、100㎡とみなす）

まん延
防止措置

2週間

緊急事態
宣言

4週間

まん延
防止措置

2週間

◯対象事業者数
・飲食店 13,000件
・大規模集客施設 運営事業者等約600件、ﾃﾅﾝﾄ事業者等約2,500件
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8月～9月の国緊急事態宣言や県非常事態宣言等の影響を受け、売上が減少した事業者に対し
て、事業者の売上高別に県独自の一時金を支給します。

営業時間短縮要請等関連事業者支援一時金

令和３年度９月補正予算案 PP

【Ｒ3.9月補正予算額 2,674百万円】 産業戦略部技術革新課

事業者一時金支給チーム（029-301-3579）

支給対象

県内に本店又は主たる事業所を置く中小企業・個人事業者で、以下のいずれかに該
当する者

(１)営業時間短縮要請に協力した飲食店等と直接取引がある事業者

(２)外出自粛要請により直接的な影響を受けた、主に対面で個人向けに商品・サー

ビスを提供する事業者

※営業時間短縮要請を受けた飲食店等は対象外 ※国の月次支援金は併給可

対 象 外 大企業、公共法人、政治団体 等

主な要件
令和3年8月又は9月のいずれかの月の売上が、対前年（対前々年）同月比で
30％以上減少していること

支 給 額

1事業者あたり20万円～500万円（1回限り）※事業者の売上高に応じて算定

■3,000万円未満／年：20万円 ■3,000万円～1億円未満／年：30万円～90万円

■1億円～5億円未満／年：100万円～400万円 ■5億円以上／年：500万円

総事業費 3,747百万円 [内訳]今回補正額2,674百万円＋予算残額見込1,073百万円

申請期間 10月受付開始予定

 33 



６ 一般会計補正予算款別内訳（歳入） 

 

                                                 （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

(Ｂ) 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

県 税 ３６０，６７８  －  ３６０，６７８  

地 方 消 費 税 清 算 金 １２４，１６９  －  １２４，１６９  

地 方 譲 与 税 ３５，１２１  －  ３５，１２１  

地 方 特 例 交 付 金 ２，３００  －  ２，３００  

地 方 交 付 税 １８６，８３０  －  １８６，８３０  

交通安全対策特別交付金 ７３１  －  ７３１  

分 担 金 及 び 負 担 金 ８，２２６  ４４  ８，２７０  

使 用 料 及 び 手 数 料 １７，４５４  －  １７，４５４  

国 庫 支 出 金 ２４０，７５８  ７２，５７１  ３１３，３２９  

財 産 収 入 １，７３３  －  １，７３３  

寄 附 金 １０９  －  １０９  

繰 入 金 ４２，１００  ３４  ４２，１３４  

繰 越 金 ５，０００  ３，５１９  ８，５１９  

諸 収 入 １７７，９４１  －  １７７，９４１  

県 債 １６３，９１１  ４４５  １６４，３５６  

計 １，３６７，０６１  ７６，６１３  １，４４３，６７４  
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７ 一般会計補正予算款別内訳（歳出）         

 

 

                                           （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

（Ｂ） 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

議 会 費 １，６８５  －  １，６８５  

総 務 費 ４７，００３  －  ４７，００３  

企 画 開 発 費 １０，９４９  ６３  １１，０１２  

生 活 環 境 費 １４，５８５  ６２  １４，６４７  

保 健 福 祉 費 ２８２，１５８  ３５，０１４  ３１７，１７２  

労 働 費 ２，６７６  －  ２，６７６  

農 林 水 産 業 費 ４８，３７７  ２７１  ４８，６４８  

商 工 費 ２１９，６０７  ３９，４０４  ２５９，０１１  

土 木 費 １０３，６１６  ７９３  １０４，４０９  

警 察 費 ６４，１８４  －  ６４，１８４  

教 育 費 ２７０，９６７  ６  ２７０，９７３  

災 害 復 旧 費 ９８８  －  ９８８  

公 債 費 １４６，４３９  －  １４６，４３９  

諸 支 出 金 １５０，８２７  －  １５０，８２７  

予 備 費 ３，０００  １，０００  ４，０００  

計 １，３６７，０６１  ７６，６１３  １，４４３，６７４  
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Ⅵ 知事の専決処分 

   令和３年度上半期（令和３年４月１日から令和３年９月30日まで）における知事の

専決処分による補正予算の概要は次のとおり。 

 

 

（一般会計） 

 令和３年７月30日専決処分 

  補正の内容 

  (1)補正予算内訳 

   【歳入】                         補正額（百万円） 

     国庫支出金                      3,135   

        合  計                    3,135 

 

   【歳出】                         補正額（百万円） 

     保健福祉費                      3,135   

        合  計                    3,135 

 

  (2)主な内容 

・新型コロナウイルスワクチン個別接種促進事業 

（国制度の事業対象期間の延長により、予算額に不足が見込まれるもの。） 
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Ⅶ 令和３年度予算上半期収入支出の状況について

１ 一 般 会 計 

一般会計の令和 3年 9月 30日現在の款別歳入予算の収入状況と款別歳出予算の支出状況は、次表のとおりです。 

 

＜令和 3年度一般会計歳入予算額と収入状況＞ 

（令和 3年 9月 30日現在） 

款      別 予 算 現 額 収 入 済 額 収  入  割  合 

1 県 税 
千円 千円 ％ 

360,678,061  212,319,237  58.9  

2 地 方 消 費 税 清 算 金 124,168,955  71,385,004  57.5  

3 地 方 譲 与 税 35,121,000  14,558,265  41.5  

4 地 方 特 例 交 付 金 2,300,000  2,127,481  92.5  

5 地 方 交 付 税 186,830,000  140,322,841  75.1  

6 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 731,000  375,520  51.4  

7 分 担 金 及 び 負 担 金 9,772,732  1,043,781  10.7  

8 使 用 料 及 び 手 数 料 17,453,748  6,711,245  38.5  

9 国 庫 支 出 金 307,092,559  59,245,370  19.3  

10 財 産 収 入 1,732,741  1,151,812  66.5  

11 寄 附 金 109,252  105,586  96.6  

12 繰 入 金 43,363,365  156,927    0.4  

13 繰 越 金 19,991,227  39,023,231  195.2  

14 諸 収 入 183,249,459  13,973,252  7.6  

15 県 債 211,754,300  57,790,200  27.3  

合      計 1,504,348,399  620,289,752  41.2  
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＜令和 3年度一般会計歳出予算額と支出状況＞ 

（令和 3年 9月 30日現在） 

款      別 予 算 現 額 支 出 済 額 支  出  割  合 

1 議 会 費 
千円 千円 ％ 

1,692,246  803,075  47.5  

2 総 務 費 47,599,527  16,438,479  34.5  

3 企 画 開 発 費 11,956,569  2,119,696  17.7  

4 生 活 環 境 費 15,794,290  2,742,891  17.4  

5 保 健 福 祉 費 295,601,520  98,182,064  33.2  

6 労 働 費 2,808,538  854,153  30.4  

7 農 林 水 産 業 費 62,683,833  13,786,393  22.0  

8 商 工 費 225,719,946  113,558,162  50.3  

9 土 木 費 196,683,803  35,178,639  17.9  

10 警 察 費 64,442,856  26,469,804  41.1  

11 教 育 費 279,769,340  109,588,037  39.2  

12 災 害 復 旧 費 1,452,705  401,968  27.7  

13 公 債 費 146,439,344  55,727,921  38.1  

14 諸 支 出 金 150,827,133  82,052,455  54.4  

15 予 備 費 876,749  － －  

合      計 1,504,348,399  557,903,737  37.1  
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２ 特 別 会 計 

特別会計の令和 3年 9月 30日現在の予算額及び収入支出の状況は、次表のとおりです。それぞれの会計の性質及

び内容により、その執行状況も異なりますが、県は、事業の性質に応じて効率的に執行するよう努めています。 

 

＜令和 3年度特別会計予算額と収入支出の状況＞ 

（令和 3年 9月 30日現在） 

会  計  別 予 算 現 額 

執   行   状   況 

収 入 済 額 収入割合 支 出 済 額 支出割合 

競 輪 事 業 
千円 千円 ％ 千円 ％ 

16,876,713  5,554,538  32.9  5,402,623  32.0  

公 債 管 理 146,926,071  37,983,443  25.9  50,197,627  34.2  

市 町 村 振 興 資 金 1,683,200  987,011  58.6  204,500  12.1  

鹿 島 臨 海 工 業 地 帯 造 成 事 業 4,032,639  2,765,180  68.6  663,728  16.5  

県 立 医 療 大 学 付 属 病 院 3,148,963  1,046,260  33.2  1,311,730  41.7  

国 民 健 康 保 険 241,589,577  134,178,801  55.5  103,321,330  42.8  

母 子 ・ 父 子 ・ 寡 婦 福 祉 資 金 209,434  174,274  83.2  32,222  15.4  

中 小 企 業 事 業 資 金 2,483,007  521,174  21.0  342,150  13.8  

農 業 改 良 資 金 68,439  390,989  571.3  30,318  44.3  

林 業 ・ 木 材 産 業 改 善 資 金 91,944  152,691  166.1  －  －  

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 71,449  330,483  462.5  35  0.0  

公 共 用 地 先 行 取 得 事 業 －  －  －  －  －  

港 湾 事 業 12,259,983  2,602,552  21.2  3,484,463  28.4  

都市計画事業土地区画整理事業 24,549,708  9,610,769  39.1  12,634,389  51.5  

合       計 453,991,127  196,298,165  43.2  177,625,115  39.1  
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Ⅷ 県民の県税負担の状況について

県の財政は、県民の皆さんの直接・間接の負担によって賄われています。なかでも県税は、財政執行上極めて重要な

歳入であり、常に適正公平な賦課徴収に努力しています。 

令和２年度の決算額は 3,812億 7,778万円となっており、その県民の皆さんの負担状況は次表のとおりです。 

 

＜県 民 の 県 税 負 担 状 況＞ 

区 分 

税 目 
令和２年度決算額 1世帯当たり負担額 1人当たり負担額 

 千円 円 円 

直 接 税 268,793,463 225,449 94,476 

 う ち 県 民 税 123,745,028 103,791 43,494 

 
うち自動車税(～R1.9) 

及 び 種 別 割 
52,271,635 43,843 18,373 

間 接 税 112,484,318 94,346 39,536 

 う ち 地 方 消 費 税 74,804,071 62,742 26,292 

計 381,277,781 319,795 134,012 

(注)世帯数 1,192,256世帯、人口 2,845,097人（R3.4.1現在 統計課調べ） 

県民税には、森林湖沼環境税を含む。 

軽油引取税には、旧法による税を含む。 
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Ⅸ 県債及び一時借入金について 

１ 県 債 現 在 高 

県では、県民福祉増進のための各種建設事業や災害復旧事業について、県債を発行し、事業の推進を図っています。 

令和 3年 9月 30日現在の県債現在高は、一般会計 2兆 1,796億 5,524万円、特別会計 1,373億 8,321万円です。 

 

＜県 債 現 在 高 表＞ 

（令和 3年 9月 30日現在） 

会  計  名 前期末現在高 

令和 3年 4月 1日から 

令和 3年 9月 30日まで 現 在 高 

借 入 額 償 還 額 

 千円 千円 千円 千円 

一 般 会 計 2,148,892,269 123,211,300 92,448,327 2,179,655,242 

特  別  会  計 175,021,462 408,000 38,046,254 137,383,208 

合 計 2,323,913,731 123,619,300 130,494,581 2,317,038,450 

  

２ 一 時 借 入 金 

一時借入金は、会計年度中に一時的に収支の不均衡を生じ、歳計現金が不足した場合に、その資金の不足を補うため

借り入れるものです。したがって、一時借入金は、その会計年度の歳入で返済することになります。 

令和３年度上半期の一時借入金状況は、次表のとおりです。 

 

＜一 時 借 入 金 状 況＞ 

 

 

借 入 先 
前 期 末 借 入 金 

現 在 高 

今 期 借 入 金 今 期 償 還 金 

未 償 還 額 

月 金 額 月 金 額 

 千円  千円  千円 千円 

株式会社常陽銀行 － 

4 － 4 － － 

5 － 5 － － 

6 － 6 － － 

7 － 7 － － 

8 － 8 － － 

9 12,980,000 9 12,980,000 － 

合   計 12,980,000 12,980,000 － 

    

令和３年４月１日から 

令和３年９月 30日まで 
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Ⅹ 県有財産の状況について 

１ 公有財産現在高 

公有財産は、 次のように分類できます。 

 

 

 

 

 

 

 

これらの財産は、行政運営を円滑に行うための基礎となるものであり、その取得、管理及び処分について、県は、

条例や規則に基づき、適切な執行に努めています。 

令和 3年 9月 30日現在において、県が所有している公有財産の現在高及び令和３年度上半期における公有財産の主

な増減は、次表のとおりです。 

公有財産 

行政財産 

普通財産…… 行政財産以外の一切の財産で、県が一般私人と同じ立場で保有するもの 

公 用 財 産…… 

公共用財産…… 

県が事務又は事業を執行するため、自らが直接使用することを

目的とする財産（例えば庁舎、公舎、職員住宅） 

住民の共同利用に供することを目的とする財産 

（例えば学校、道路、図書館） 
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＜公有財産現在高表＞

 単位の 　 行　政　財　産 普　通　財　産 合計 前期末現在高 増減高
(令和3年3月31日現在)

　 　 名  称 公用財産 公共用財産 計 （Ａ） (B） (A）－（B）

土 地 ㎡ 12,250,042.17 15,887,774.12 28,137,816.29 14,961,583.80 43,099,400.09 43,221,967.17 △ 122,567.08

建 物 ㎡ 723,184.98 2,981,202.23 3,704,387.21 78,366.04 3,782,753.25 3,780,281.22 2,472.03

立　　　木 ｍ3 263,387.49 587.20 263,974.69 - 263,974.69 263,974.69 -

か こ い 等 ｍ 144,259.07 416,423.67 560,682.74 968,235.59 1,528,918.33 1,204,594.28 324,324.05

工 作 物 電 柱 類 本 263 144 407 2 409 404 5

門 、 浄 化 槽
個 18,034 21,480 39,514 4,583 44,097 43,951 146

照 明 装 置 等

船 舶 隻 2 3 5 - 5 5 -

航 空 機 機 1 - 1 - 1 1 -

㎡ 8,255,305.49 6,336.03 8,261,641.52 18,351.41 8,279,992.93 8,279,537.21 455.72

件 - - -           104 104 105 △ 1

株券、その他の有価証券等 円 - - -           66,989,869,161 66,989,869,161 66,991,165,283 △ 1,296,122

（令和3年9月30日現在）

区　　　　　　　　　分

特許権等

地上権等
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施設名 増減等数量 増減等事由

土地

（農林水産部） 1
境土地改良事務所　県営湛水防除事業
新郷２期地区　機場敷

2,035.00㎡ 購入

（立地推進部） 2 やさしさのまち「桜の郷」整備事業用地 △ 14,563.06㎡ 売却

建物

土地

（教育庁） 1 古河地区磯部第二教職員住宅 △ 2,012.13㎡ 売却

建物

（総務部） 2 湖雲寮 △ 1,071.18㎡ とりこわし

3 土浦下高津荘 △ 638.50㎡ とりこわし

・令和3年4月1日から令和3年9月30日までの主な増減状況

・土地2,000㎡以上の増減を抽出（報告漏れは除く）

・建物500㎡以上の増減を抽出（報告漏れは除く）

＜公有財産の主な増減等状況＞

区分

普
通
財
産

行
政
財
産

 44 



２ 基 金 の 状 況 

基金は、特定の目的のために財産を維持し、基金を積み立て、又は定期の資金を運用するため設置するものです。 

令和３年度上半期における積み立て及び取崩しの状況は、次表のとおりです。県は、それぞれの基金について、法

律又は条例に定められた特定の目的に応じ、確実かつ効率的な運用に努めています。 
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基  金  名 前期末現在高 
今    期 

差引現在高 
積 立 額 取 崩 額 

 千円 千円 千円 千円 

茨 城 県 財 政 調 整 基 金 31,069,570 6 453,386 30,616,190 

茨 城 県 災 害 救 助 基 金 1,781,500 - 6,531 1,774,969 

茨 城 県 美 術 資 料 取 得 基 金 900,000 - - 900,000 

茨 城 県 県 債 管 理 基 金 123,618,504 39,843 - 123,658,347 

  一 般 会 計 分 47,241,729 - - 47,241,729 

  
特 別 会 計 分 ※ 

【 公 債 管 理 特 別 会 計 】 
76,376,775 39,843 - 76,416,618 

茨城県発電用施設周辺地域振興基金 - - - - 

茨 城 県 発 電 用 施 設 周 辺 地 域 

企 業 立 地 資 金 貸 付 基 金 
29,644 9,360 - 39,004 

茨 城 県 環 境 保 全 基 金 111,223 406 - 111,629 

茨 城 県 緑 化 基 金 55,631 45,965 45,724 55,872 

茨 城 県 森 林 整 備 担 い 手 対 策 基 金 110,667 534 - 111,201 

茨 城 県 ふ る さ と 水 と 土 基 金 922,328 1,006 - 923,334 

特別電源所在県科学技術振興基金 - - - - 

茨 城 県 競 輪 事 業 基 金 

【 競 輪 事 業 特 別 会 計 】 
1,330,836 - - 1,330,836 

茨 城 県 原 子 力 安 全 等 推 進 基 金 199,020 1 - 199,021 

茨 城 県 介 護 保 険 財 政 安 定 化 基 金 1,840,397 - - 1,840,397 

茨 城 県 放 射 線 利 用 試 験 

研 究 施 設 等 整 備 基 金 
- - - - 

茨 城 県 有 害 廃 棄 物 等 撤 去 基 金 67,311 20,750 - 88,061 

茨 城 県 後 期 高 齢 者 

医 療 財 政 安 定 化 基 金 
4,330,191 - - 4,330,191 

茨 城 県 森 林 湖 沼 環 境 基 金 424,636 79,235 - 503,871 

茨 城 県 健 や か こ ど も 基 金 1,389,597 135,075 - 1,524,672 

茨 城 県 高 等 学 校 等 奨 学 基 金 399,382 105,281 - 504,663 

茨 城 県 農 地 集 積 総 合 支 援 基 金 272,839 39,841 - 312,680 

令和 3年 4月 1日から 

令和 3年 9月 30日まで 
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茨 城 県 幡 谷 教 育 振 興 基 金 80,899 1 6,000 74,900 

茨城県地域医療介護総合確保基金 13,842,219 46 2,895,391 10,946,874 

茨城県公共施設長寿命化等推進基金 7,004,913 - - 7,004,913 

茨 城 県 文 化 振 興 基 金 2,942,355 1,144 - 2,943,499 

茨 城 県 が ん 対 策 基 金 3,001,106 16 - 3,001,122 

茨城県国民健康保険財政安定化基金 

【 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 】 
5,967,500 - - 5,967,500 

茨 城 県 医 療 提 供 体 制 確 保 基 金 2,642,971 9 7,488 2,635,492 

茨 城 県 企 業 立 地 促 進 基 金 7,289,936 186,832 - 7,476,768 

茨 城 県 就 職 支 援 基 金 48,457 3,360 4,872 46,945 

茨 城 県 森 林 環 境 譲 与 税 基 金 59,509 3,481 - 62,990 

茨 城 県 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 

感 染 症 対 応 地 方 創 生 基 金 
1,194,387 - - 1,194,387 

茨 城 県 ホ ス ト タ ウ ン 等 

新型コロナウイルス感染症対策基金 
407,572 - - 407,572 

茨 城 県 災 害 ボ ラ ン テ ィ ア 

活 動 支 援 基 金 
- 9,619 - 9,619 

合 計 213,335,100 681,811 3,419,392 210,597,519 

※ 満期一括償還県債の元金償還に充てるための積立て 
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